








特定非営利活動に関する外部評価の評価項目について

評価対象法人 特定非営利活動法人花山星空ネットワーク

評価者氏名（職名） 太田耕司 （京都大学大学院理学研究科教授）

評価対象期間（年度） 平成 29 年度（平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日）

１ 法人の事業活動，組織運営等に関する状況

（１）事業活動について

ア 事業計画等を策定しているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

各事業年度の事業計画は，組織的な合意形成(総会・理

事会等)に沿って策定しているか。
☑ □ ☑ □

法人の目的を達成するための中長期的計画を策定し

ているか。
☑ □ ☑ □

イ 法人の目的を達成するための基幹となる事業を実施しているか。

法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

☑ □ ☑ □

→ 法人自己評価及び外部評価が「はい」の場合，基幹となる事業のうち優先順位の高いも

のから順に３件程度記入。

項 目
法人全体の労力に占める

事業に割く労力の割合※

事業名 天体観測体験教室事業 28%

事業名 天体観望会事業 20%

事業名 刊行物や HP による情報発信事業 20%

※ 例）総従事時間数に占める各事業の従事時間数の割合

（２）組織運営について

ア 定款に定める権能に基づき，総会で審議・意思決定が行われているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

定款に定める正当な招集者の範囲や方法で招集し，議

案書に基づき審議を行う体制となっているか。
☑ □ ☑ □

定款で定められた内容を審議事項として審議してい

るか。
☑ □ ☑ □

決議や議事録署名人の選任，議事録の作成について定

款に定める方法で行っているか。
☑ □ ☑ □

イ 【定款で理事会の設置を定めている場合】定款に定める権能に基づき，理事会で審議・

意思決定が行われているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

定款に定める正当な招集者の範囲や方法で招集し，議

案書に基づき審議を行う体制となっているか。
☑ □ ☑ □

定款で定められた内容を審議事項として審議してい

るか。また，総会の審議事項との区分は明確か。
☑ □ ☑ □

決議や議事録署名人の選任，議事録の作成について定

款に定める方法で行っているか。
☑ □ ☑ □



ウ 監事による監査は適正に行われているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

監事はその法人における特別な立場を理解し，第三者

性及び公正性が確保されているか。
☑ □ ☑ □

監事は法人の理事や職員を兼務していないか。 ☑ □ ☑ □

監事は定款に定める職務を執行しているか。 ☑ □ ☑ □

予算・決算書の作成者が，監査まで行っていないか。 ☑ □ ☑ □

（３）情報公開について

法人に関する情報を公開しているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

活動の状況や法人運営に係る情報をホームページ等

の情報開示ツールで発信しているか。また，適時に更

新しているか。

☑ □ ☑ □

活動の報告等を会報誌等で情報発信しているか。 ☑ □ ☑ □

法定の閲覧書類（事業報告書等，役員名簿，定款等）

はいつでも閲覧できる状態か。
☑ □ ☑ □

事業報告書等の記載内容は，外部に対して理解しても

らえるように工夫※して作成されているか。
☑ □ ☑ □

※例：概要の記載や、写真やデータなどを用いたレイアウト等、読み手に対して内容を分かりや

すく伝える工夫

（４）コンプライアンス（法令遵守等）について

コンプライアンス（法令遵守等）の観点から組織として取組を推進しているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

事業・活動に関連する法令※を把握し，遵守している

か。
☑ □ ☑ □

重要な事項や個人情報を含むデータ・書類等のリスク

マネジメントを行っているか。
☑ □ ☑ □

※対象となる法令：特定非営利活動促進法，登記に関する法令（組合等登記令），税に関する法令

（法人税法等），労務に関する法令（労働基準法等），事業ごとに適用される法令（例：介護保

険制度に基づくサービス提供←介護保険法の適用）など

（５）外部評価について

活動内容を評価し，改善する仕組みを有しているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

これ以前に外部評価を受けたことがあるか。 ☑ □ ☑ □

外部評価を受けた結果を，理事会等で審議する機会を

設ける等，改善する機能を有しているか。
☑ □ ☑ □



２ 法人の事業活動に関する所見

※ 活動の意義・成果等，広く社会に対して活動の成果を発信しているか，地域団体等の他団体との連携の状況など

（１）活動の意義

（イ）天体観望会、（ロ）天体観測体験教室、(ハ) 刊行物や HP による情報発信・提供、

（ニ）天文科学振興の為の講演会の 4 事業を中心に、活動を継続している。イベントへの参

加者も多く、社会貢献度の高い活動であると判断される。また、天体観望会の観望指導や案内

役を務めるボランティアが多く（毎回 20 名程度）、彼らにとっても生涯学習の場となっている

ようであるので、この点でも意義のある活動となっている。特に、平成 29 年度には、アメリ

カ皆既日食観測ツアーを開催し、その一環として事前学習会を何度も開催し、また科学的観測

を成功させ、帰国後も解析を続けて行うなど、会員による研究活動が継続して行われている点

も評価したい。

（２）社会への発信状況

上記の事業の実施に当たっては、会員だけではなくホームページや新聞紙上などで広く一般

市民にイベント開催情報を発信しているので、その結果、イベント参加者の中、会員以外の市

民と青少年が半分以上を占めている。

事業の認知度は年々市民の間に広がりを見せており、宇宙科学・自然科学に親しむ場として、

多くの市民や青少年の参加が得られていると判断される。

（３）地域団体との連携の状況

京都大学理学研究科附属花山天文台の特別公開や野外コンサートなどのイベントにボラン

ティアを供給して協力している。また、京大の学生邦楽演奏サークルである「叡風会」と連携

して、天体観望会と音楽会を組み合わせるなどの交流を積極的に行なっていることも評価でき

る。

（４）その他所見・提言

定款 5条（１）４）にある教育関係者の研修事業を行なう可能性の検討をしてもよいかと思

う。小・中・高校の教員に望遠鏡の操作方法や天体観測方法を講習し、各学校で実践する手助

けになればよいのではないか。



３ 法人の組織運営に関する所見

※ 財務管理の透明性，組織体制の状況など

（１）財務管理の透明性

事業報告書、会計収支計算書、財産目録、貸借対照表などがホームページ上に公開さ

れており、透明性が保たれている。

（２）組織体制の状況

（イ）理事会の開催について

平成 29 年度には、第 38 回（29年 4月 27 日（木））、第 39 回（29年 5月 8 日（月））、

第 40 回（29 年７月 3 日（月））、第 41 回（29 年 12 月 25 日（月））、第 42 回（30 年 3

月 12 日（月））と、5回の理事会が開催され、議事録も作成されており、理事会は正常

に機能しているといえる。

（ロ）総会の開催について

平成 29 年には、第 10 回通常総会（29 年 6 月 18 日（日））が、書面表決者を含む過

半数の正会員が出席して開催され、28 年度事業報告、28年度会計収支報告、29 年度事

業計画、29 年度予算計画などの理事会案が承認可決されている。 正式な書式に従っ

た議事録も作成されている。

（ハ）監事による監査について

通常総会に先立って、2名の監事が会計収支および財産管理に関する監査を実施した

上で、その結果を総会で報告している。

（ニ）その他所見・提言



≪評価対象法人記入欄≫

４ 外部評価結果への対応状況

外部評価により提言・指摘等を受けた事項に対する対応状況（今後対応する場合は対応予定）

提言・指摘等を受けた事項 対応状況又は対応予定

定款 5条（１）４）にある教育関係者の

研修事業を行なう可能性の検討をして

もよいかと思う。小・中・高校の教員に

望遠鏡の操作方法や天体観測方法を講

習し、各学校で実践する手助けになれば

よいのではないか。

平成 19、20、21 年には、科学技術振興機構の助成金

を受けて「理科教員指導力向上研修」を行ったが、

それ以後は行っていないので、今後再び行う方向で、

助成金の獲得方法などを検討して行きたい。





















特定非営利活動に関する外部評価の評価項目について

評価対象法人 特定非営利活動法人フォーラムひこばえ

評価者氏名（職名） 浜岡 政好 （佛教大学 名誉教授）

評価対象期間（年度） 平成 29 年度（平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日）

１ 法人の事業活動，組織運営等に関する状況

（１）事業活動について

ア 事業計画等を策定しているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

各事業年度の事業計画は，組織的な合意形成(総会・理

事会等)に沿って策定しているか。
☑ □ ☑ □

法人の目的を達成するための中長期的計画を策定し

ているか。
☑ □ ☑ □

イ 法人の目的を達成するための基幹となる事業を実施しているか。

法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

☑ □ ☑ □

→ 法人自己評価及び外部評価が「はい」の場合，基幹となる事業のうち優先順位の高いも

のから順に３件程度記入。

項 目
法人全体の労力に占める

事業に割く労力の割合※

事業名 ひこばえ事業 １０％

事業名 児童館・学童保育事業 ４０％

事業名 放課後等デイサービス事業 ４０％

事業名 就労継続支援Ｂ型事業 １０％

※ 例）総従事時間数に占める各事業の従事時間数の割合

（２）組織運営について

ア 定款に定める権能に基づき，総会で審議・意思決定が行われているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

定款に定める正当な招集者の範囲や方法で招集し，議

案書に基づき審議を行う体制となっているか。
☑ □ ☑ □

定款で定められた内容を審議事項として審議してい

るか。
☑ □ ☑ □

決議や議事録署名人の選任，議事録の作成について定

款に定める方法で行っているか。
☑ □ ☑ □

イ 【定款で理事会の設置を定めている場合】定款に定める権能に基づき，理事会で審議・

意思決定が行われているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

定款に定める正当な招集者の範囲や方法で招集し，議

案書に基づき審議を行う体制となっているか。
☑ □ ☑ □

定款で定められた内容を審議事項として審議してい

るか。また，総会の審議事項との区分は明確か。
☑ □ ☑ □



決議や議事録署名人の選任，議事録の作成について定

款に定める方法で行っているか。
☑ □ ☑ □

ウ 監事による監査は適正に行われているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

監事はその法人における特別な立場を理解し，第三者

性及び公正性が確保されているか。
☑ □ ☑ □

監事は法人の理事や職員を兼務していないか。 ☑ □ ☑ □

監事は定款に定める職務を執行しているか。 ☑ □ ☑ □

予算・決算書の作成者が，監査まで行っていないか。 ☑ □ ☑ □

（３）情報公開について

法人に関する情報を公開しているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

活動の状況や法人運営に係る情報をホームページ等

の情報開示ツールで発信しているか。また，適時に更

新しているか。

☑ □ ☑ □

活動の報告等を会報誌等で情報発信しているか。 ☑ □ ☑ □

法定の閲覧書類（事業報告書等，役員名簿，定款等）

はいつでも閲覧できる状態か。
☑ □ ☑ □

事業報告書等の記載内容は，外部に対して理解しても

らえるように工夫※して作成されているか。
☑ □ ☑ □

※例：概要の記載や、写真やデータなどを用いたレイアウト等、読み手に対して内容を分かりや

すく伝える工夫

（４）コンプライアンス（法令遵守等）について

コンプライアンス（法令遵守等）の観点から組織として取組を推進しているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

事業・活動に関連する法令※を把握し，遵守している

か。
☑ □ ☑ □

重要な事項や個人情報を含むデータ・書類等のリスク

マネジメントを行っているか。
☑ □ ☑ □

※対象となる法令：特定非営利活動促進法，登記に関する法令（組合等登記令），税に関する法令

（法人税法等），労務に関する法令（労働基準法等），事業ごとに適用される法令（例：介護保

険制度に基づくサービス提供←介護保険法の適用）など

（５）外部評価について

活動内容を評価し，改善する仕組みを有しているか。

項 目
法人自己評価 外部評価

はい いいえ はい いいえ

これ以前に外部評価を受けたことがあるか。 ☑ □ ☑ □

外部評価を受けた結果を，理事会等で審議する機会を

設ける等，改善する機能を有しているか。
☑ □ ☑ □



２ 法人の事業活動に関する所見

※ 活動の意義・成果等，広く社会に対して活動の成果を発信しているか，地域団体等の他団体との連携の状況など

（1）活動の意義・成果等

定款の目的を具現化するために、基幹事業として、これまでの①ひこばえ事業（自主事業）、

②児童館・学童保育事業、③放課後等デイサービス事業に加え、平成 29 年 4 月より➃就労継

続支援 B 型事業に取り組んでいる。これは放課後等デイの終了者のニーズに応えたものである

が、まだ事業としては軌道にのっていない。さらに利用者を増やすことや、利用者の仕事の仕

方を工夫するなどの課題があると思われる。とはいえ、事業の拡大等によって、定款に謳われ

ている「住民主体の安心で安全なまちづくりを促進し、地域福祉の向上に貢献する」ことに意

欲的に取り組まれていることは評価することができる。

（2）社会への活動成果の発信

社会への活動成果の発信は、ホームページ、機関紙「フォーラムひこばえ」、月刊の「うた

の・ひこばえじどうかん」便りなどによって行われている。特に月刊の「うたの・ひこばえじ

どうかん」は、自治連の理解を得て、地域住民に広く届けられているが、ICT 化の動きのなか

で HPの強化が課題になっていた。この間、広報委員会を設置し、本部の HPを立ち上げるとと

もに、他の事業の HP ともリンクするなど改善が進められた。

（3）他団体等との連携

「宇多野ケア会議」「右京区地域福祉推進委員会」への参加をはじめ、法人の事業や活動に

よって地域の諸団体との連携が広がってきている。それは地域福祉の基幹となる担い手である

る地域諸団体と連携を強化することが、法人の地域福祉の向上に貢献する上でも重要であるか

らである。また法人の事業や活動に対する地域の人びとの理解や共感を広げていくためには、

さらに多くの連携を広めていくことが求められる。

３ 法人の組織運営に関する所見

※ 財務管理の透明性，組織体制の状況など

（1）財務管理の透明性

総会において、決算報告書、監事監査報告書等が審議され、議決されており、財務管理の透

明性は確保されている。

（2）組織体制の状況

①理事会・総会

理事会、総会等の機関運営については、定款にもとづいて適切に審議・意思決定が行われ

ている。

②監事監査

監事は第三者性、公正性を確保して、定款通りに職務を執行している。

③事務局体制

法人の事業拡大にともなって、事務量が急激に増大してきており、理事会を支える事務局

体制の確立が喫緊の課題となっている。会計、労務、広報などの業務を滞りなく行うため

に、今年度から 2名体制への移行が課題となっている。また併せて法人スペースの確保も

課題となっており、名実ともに法人事務局の強化が求められている。

④職員体制

事業拡大に伴う職員の増加に対応した各種会議の定期的開催や報告書による情報の共有、

職員間の連絡用システムの構築などマネジメントの改善が大きな課題となっている。また

拡大した事業に見合った人材の確保・育成も喫緊の課題となっており、事業の継続のため

には事業の魅力を発信し、新たな事業や活動の担い手を確保する活動とともにすでに働い

ている職員に対する研修をさらに強化する必要がある。

⑤危機管理

災害等が多発しており、利用者・職員の安全性の確保、事業の継続性の上からも危機管理

体制がこれまで以上に求められている。



≪評価対象法人記入欄≫

４ 外部評価結果への対応状況

外部評価により提言・指摘等を受けた事項に対する対応状況（今後対応する場合は対応予定）

提言・指摘等を受けた事項 対応状況又は対応予定

平成 29 年 4 月より➃就労継続支援 B 型

事業に取り組んでいる。これは放課後等デ

イの終了者のニーズに応えたものである

が、まだ事業としては軌道にのっていな

い。さらに利用者を増やしたり、利用者の

仕事の仕方を工夫するなどの課題がある

と思われる。

昨年度は開所間もない事業所であることもあり、職員

連携が十分でなかったり、法人のミッションが事業所の

方法論に活かしきれていなかったりした。今年度は少し

ずつであるが利用者が増え、事業が安定してきたので、

ようやく職員数も増え、職員集団が形成され、支援につ

いて充実した議論、実践が可能になってきた。今年度の

途中では重度の方の受け入れが可能な生活介護を併設

させる予定であるが、事業所職員と事務局で中期的な目

標設定を共有し、取り組んでいきたいと考えている。

法人の事業や活動に対する地域の人びと

の理解や共感を広げていくためには、さら

に多くの地域団体との連携を広めていく

ことが求められる

フォーラムひこばえ開所から 14 年を経過したが、地

域の中ではようやく「ひこばえ」という存在が知られて

きた段階といえる。宇多野学区の中には約 10 団体の地

域団体があり、住民の代表としての地域団体との協力関

係は、引き続き行事参加という形で進めていきたいが、

一歩踏み出して、行事参画も考慮していきたいと考えて

いる。また、ひこばえ事業や児童館の利用者に関しては、

8 割以上宇多野学区民が占めているので、そことのさら

に深い関係づくりや、ニーズの吸い上げの点で、事業所、

法人事務局が連携して行っていきたい。さらに就労支援

事業所の作業の中で、地域貢献できるような作業を展開

していきたいと考えている。

法人の事業拡大にともなって、事務量が

急激に増大してきており、理事会を支える

事務局体制の確立が喫緊の課題となって

いる。会計、労務、広報などの業務を滞り

なく行うために、今年度から 2名体制への

移行が課題となっている。また併せて法人

スペースの確保も課題となっており、名実

ともに法人事務局の強化が求められてい

る。

法人事務局スペースに関しては、本館２階にスペース

を確保し、保管庫を設置し、資料などを整理している段

階である。

事務局員の体制については、今年度より放課後デイ指

導員と兼務の職員を法人事務局に配置し、1.5 名体制で

業務を行っている。現時点では

①0.5 名人員の増えた体制での業務分担の整理と遂行

②業務の整理とマニュアル化

③業務委託作業などの検討

が課題となっている。

災害等が多発しており、利用者・職員の

安全性の確保、事業の継続性の上からも

危機管理体制がこれまで以上に求めら

れている。

危機管理体制の確立については、月１回の防災、環境

会議の設定により取り組んでいる。主には防災訓練の企

画実施や防災倉庫備品の購入、リスク回避のための環境

整備であり、4事業所が協力して安全管理に努めていき

たい。また当事業所は民家利用型の事業所であり、風情

はあるが近年の耐震構造化の進んだ建物には程遠い。事

業拡大に伴い、施設建物の整備が喫緊の課題になってお

り、そのための資金調達を始めるところである。



さらに苦情処理については事故や苦情があれば管理

職を中心に協議して複数意見を集めて対応している。ま

た事故や苦情の経過記録と検証、ヒヤリハットの記録を

行い、各事業所会議、施設長会議、さらには全職員会議

で再発防止のための議論を行っている。

職員 1 人ひとりの自覚を促すため、研修の開催や定期

的な職員ヒアリング、会議での迅速かつオープンな検証

を行っていきたいと考えている。






















